
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

令和３年３月 

静岡県健康福祉部 

 

令和２年 

静 岡 県 の 食 中 毒 



 

は じ め に 

 
静岡県では、「県民の『幸福』と『安らぎ』を築くため、安定した生活を支える健康福

祉を実現」を基本理念とし、静岡県の新ビジョン「富国有徳の美しい“ふじのくに”の

人づくり・富づくり」に基づき、県民の誰もが幸せを実感できる社会の実現に向けた諸

施策を推進しております。この中で食の安全に関しては、平成 30 年３月に新たに「しず

おか食の安全推進のためのアクションプラン(2018-2021)」を策定し、「生産から流通･

消費における食品の安全確保」と、「消費者の信頼の確保」を柱とし、関係部局が連携し

て様々な施策を推進しております。 

令和２年の本県の食中毒の発生件数は 12 件、患者数は 284 人となり、令和元年と比べ

ますと、件数は２件減少し、患者数は 501 人減少しました。これは患者数 100 人を超え

る大規模食中毒や、患者数の多いノロウイルス食中毒の発生を抑えることができたため

と考えています。今後も、大量調理施設を重点監視対象とし、調理従事者の健康管理、

手洗い等の啓発・指導を行い、ノロウイルス食中毒防止対策を講じてまいります。 

一方、新型コロナウイルス感染症の影響により、テイクアウトや宅配を開始する営業

者が増加する等、食品の提供形態は多様化しています。また、令和３年６月には、改正

食品衛生法が施行され、ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の義務化、営業許可制度の見直し・

営業届出制度の創設等、食品衛生に係る制度が大きく変わります。このように食を取り

巻く環境が目まぐるしく変化する中、県では、特に小規模な営業者の方が円滑に事業を

継続できるように支援を行い、食の安全性が向上するよう努めているところです。 

この「令和２年静岡県の食中毒」では、当該年における食中毒発生状況の分析や統計

に加え、飲食店での感染拡大防止が重要視されている新型コロナウイルス感染症等につ

いて掲載しております。関係の皆様には本書を御活用いただき、今後の食中毒防止対策

の一助となることを願っております。 

令和３年３月 

                静岡県健康福祉部長 藤原 学 
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Ⅰ 令和２年の食中毒発生状況 

 
１ 発生件数及び患者数 

 

令和２年の食中毒発生件数は12件、患者数284人であり、前年の14件785人に比べ、

発生件数は２件減少し、患者数は501人減少した。 

 

 

発生件数・患者数・死者数・１件あたりの患者数（令和２年） 

患者数 
 

発生件数 

（件） 人数（人） 割合（％） 

死者数 

（人） 

１件あたりの 

患者数（人） 

県全体 12 284 100.0 0 23.7 

県所管 9 251 88.4 0 27.9 

静岡市 2 18 6.3 0 9.0 
内 

訳 
浜松市 1 15 5.3 0 15.0 

 

 

２ 病因物質別の発生状況 

 
  発生件数12件のうち全てにおいて、病因物質が判明した。内訳はカンピロバクター５件、

ノロウイルス３件、サルモネラ属菌２件、ウエルシュ菌及びサポウイルスがそれぞれ１件で

あった。 

  患者数の内訳は、ノロウイルス99人、ウエルシュ菌95人、カンピロバクター38人、

サルモネラ属菌28人、サポウイルス24人であった。 

発生件数はカンピロバクターが最も多く、患者数はノロウイルスが最も多かった。 

 

 

 

 

 

 

 



病因物質別発生状況（令和２年） 

発生件数 患者数 

 

件数(件） 割合（％） 人数（人） 割合（％） 

総 数 12 100.0 284 100.0 

病 因 物 質 判 明 数 12 100.0 284 100.0 

判 明したものの割合  100.0  100.0 

サ ル モ ネ ラ 属 菌 2 16.7 28 9.9 

カ ン ピ ロ バ ク タ ー 5 41.7 38 13.4 

ウ エ ル シ ュ 菌 1 8.3 95 33.5 

ノ ロ ウ イ ル ス 3 25.0 99 34.9 

サ ポ ウ イ ル ス 1 8.3 24 8.5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



サルモネラ属菌
２件, 16.7%

カンピロバクター
５件, 41.7%

ウエルシュ菌
１件, 8.3%

ノロウイルス
３件, 25.0%

サポウイルス
１件, 8.3%

 

 

 

 

 

サポウイルス
24人, 8.5%

ノロウイルス
99人, 34.9%

ウエルシュ菌
95人, 33.5%

カンピロバクター
38人, 13.4%

サルモネラ属菌
28人, 9.9%

 

病因物質別発生件数（令和２年） 

 病 因 物 質 別 患 者 数 （ 令 和 ２ 年 ） 



３ 原因施設別の発生状況 

 

発生件数12件のうち全てにおいて、原因施設が判明した。内訳は、飲食店が７件、

仕出し屋が２件、旅館、菓子製造業及びその他がそれぞれ１件であった。 

また、患者数の内訳は、仕出し屋が119人、飲食店が72人、菓子製造業が47人、旅館が37

人、その他が９人であった。 

 

 

原因施設別発生状況(令和２年) 

発 生 件 数        患 者 数        
 

件数（件） 割合（％） 人数（人） 割合（％） 

総 数 12 100.0 284 100.0 

原 因 施 設 判 明 数 12 100.0 284 100.0 

判明したものの割合  100.0  100.0 

旅 館 1 8.3 37 13.0 

飲 食 店 7 58.3 72 25.4 

食 堂 5 41.7 54 19.0 内

訳 酒 場 2 16.7 18 6.3 

仕 出 し 屋 2 16.7 119 41.9 

菓 子 製 造 業 1 8.3 47 16.5 

そ の 他 1 8.3 9 3.2 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



   

旅館
 １件,8.3%

食堂
５件, 41.7%
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２件, 16.7%

仕出し屋
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旅館
37人, 13.0%

食堂
54人, 19.0%

酒場
18人, 6.3%

仕出し屋
 119人,41.9%

菓子製造業
47人, 16.5%

その他
９人, 3.2%

 

 原因施設別患者数（令和２年）  

 原因施設別発生件数（令和２年） 



４ 原因食品別の発生状況 

 

発生件数12件のうち全てにおいて、原因食品が判明した。 

内訳は、旅館料理・会食料理等が７件、仕出し弁当・仕出し料理等が３件、菓子類

及びその他がそれぞれ１件であった。 

また、患者数の内訳としては、仕出し弁当・仕出し料理等が156人、旅館料理・会

食料理等が72人、菓子類が47人、その他が９人であった。 

 

            原因食品別発生状況（令和２年） 

発 生 件 数        患 者 数        
 

件数(件) 割合（％） 人数（人） 割合（％） 

総 数 12 100.0 284 100.0 

原 因 食 品 判 明 数 12 100.0 284 100.0 

判 明したものの割合  100.0  100.0 

魚    介    類     

魚 介 類 加 工 品     

肉 類及びその加工品     

卵 類及びその加工品     

乳 類及びその加工品     

穀 類及びその加工品     

野菜類及びその加工品     

菓 子 類 1 8.3 47 16.5 

複 合 調 理 食 品     

旅館料理・会食料理等 7 58.3 72 25.4 

仕出し弁当・仕出し料理等 3 25.0 156 54.9 

給 食     

そ

の

他 

そ の 他 1 8.3 9 3.2 

 

 

 

 

 



５ 月別の発生状況 

 

  発生件数は、８月が３件で最も多く、次いで２月、３月、９月及び10月がそれぞれ２件で、

12月が１件であった。 

患者数は、95人のウエルシュ菌食中毒があった９月が102人で最も多く、次いで３

月が52人、２月が39人、12月が37人であった。 
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 月別発生状況（令和２年） 

 



病因物質・月別発生件数（令和２年） 

       月 

病因物質 

総 

数 
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 

総       数 12 0 2 2 0 0 0 0 3 2 2 0 1 

サ ル モ ネ ラ 属 菌 2         1 1   

カンピロバクター 5   1     3  1   

ウ エ ル シ ュ 菌 1         1    

ノ ロ ウ イ ル ス 3  1 1         1 

サ ポ ウ イ ル ス 1  1           

 

 

病因物質・月別患者数（令和２年） 

月 

病因物質 

総 

数 
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 

総       数 284 0 39 52 0 0 0 0 24 102 30 0 37 

サ ル モ ネ ラ 属 菌 28         7 21   

カンピロバクター 38   5     24  9   

ウ エ ル シ ュ 菌 95         95    

ノ ロ ウ イ ル ス 99  15 47         37 

サ ポ ウ イ ル ス 24  24           

 



６ 保健所別の発生状況 

 

発生件数は、富士保健所が３件、次いで西部保健所及び静岡市保健所がそれぞれ２件、

熱海保健所、東部保健所、御殿場保健所、中部保健所及び浜松市保健所がそれぞれ１件で

あった。 

患者数は、中部保健所が95人で最も多く、次いで富士保健所が62人であった。 

 

 

             保健所別発生状況（令和２年） 

発 生 件 数        患 者 数        
保 健 所 名 

件数（件） 割合（％） 人数（人） 割合（％） 

賀     茂 － － － － 

熱 海        1 8.3 7 2.5 

東 部        1 8.3 37 13.0 

御 殿 場        1 8.3 5 1.8 

富 士        3 25.0 62 21.8 

中     部 1 8.3 95 33.5 

西     部 2 16.7 45 15.8 

静 岡 市        2 16.7 18 6.3 

浜 松 市        1 8.3 15 5.3 

総 数        12 100.0 284 100.0 

 

 

 



 

 

保健所別発生件数（令和２年） 

 

 

 

７ 食中毒発生による損害 

 

令和２年に発生した食中毒の原因施設のうち、９施設に損害額の調査に協力

いただいた。９施設の損害総額は、47,675 千円にのぼり、その内訳としては、

医療費・見舞金・慰謝料が 11,750 千円（24.6%）、休業に伴う損害が 31,288 千円

（65.6%）、食品の廃棄による損害が 3,282 千円（6.9%）、雑費が 1,355 千円（2.8%）

であった。また、１施設あたりの平均損害額は約 5,297 千円で、患者１人あた

りの平均損害額は約 191 千円であった。 

なお、この調査には、食中毒発生後の信用低下による売上額等の減少は含ま

れておらず、これを考慮すると実際の損害額はさらに大きくなると思われる。 

賀茂 

熱 海

御殿場 

静岡市 

西部 

浜松市 

東部 

発生件数 １件 

中部 

富士 

西 部



項目別損害額（令和２年） 

項      目 
損害額（９施設） 

（千円） 
割合（％） 

医療費・見舞金・慰謝料 11,750 24.6 

休 業 に 伴 う 損 害            31,288 65.6 

食品の廃棄による損害            3,282 6.9 

雑 費            1,355 2.8 

合      計 47,675 100.0 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原因施設別損害額（令和２年） 

原因施設 調査施設数 
患 者 数     

(人) 

損 害 総 額       

(千円) 

１施設あたり 

損 害 額       

(千円) 

患者１人あたり 

損  害  額 

(千円) 

旅  館 1 37 2,800 2,800 76 

飲食店等 5 47 9,450 1,890 201 

仕出し屋 2 119 31,200 15,600 262 

菓子製造業 1 47 4,225 4,225 90 

合  計 9 250 47,675 5,297 191 

 

損害額の項目別比率（令和２年） 

医療費・見舞金

・慰謝料
24.6%

雑費

2.8%

食品の廃棄

による損害

6.9%

休業に伴う損害

65.6%



８ 食中毒発生に対する行政処分 

 

食品衛生法に基づく原因施設の営業（業務）の禁止処分が行われた件数は、11件

であった。 

営業の禁止期間は、３日が４件で最も多く、最も長いものは８日であった。 

なお、平均禁止期間は、4.1日であった。 

 

営業（業務）の禁止期間（令和２年） 

禁止期間（日） 件数（件） 

2 2 

3 4 

4 2 

5 1 

8 2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平均4.1日 



９ 食中毒事件の検査の状況 

 

令和２年に発生した食中毒事件について、県、静岡市及び浜松市の検査機関で実

施した検査の状況は、次表のとおりであった。 

 

食中毒事件の検査の状況（令和２年） 

上段:検査数 下段:(検出数） 

 

検

体

名 

 

検

体

数 

サ

ル

モ

ネ

ラ

属

菌 

黄

色

ブ

ド

ウ

球

菌 

カ
ン
ピ
ロ
バ
ク
タ
ー 

病

原

大

腸

菌 

腸
管
出
血
性
大
腸
菌 

ウ

エ

ル

シ

ュ

菌 
そ

の

他

細

菌 

ノ

ロ

ウ

イ

ル

ス 

検

査

項

目

数

合

計 

42 42 42 42 42 42 541 33 826食品

※ 
43 
(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

90 90 93 81 90 90 1,108 72 1,714
拭取

り 
93 

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (3) (3)

259 255 270 247 259 255 3,435 245 5,225
便 281 

(9) (36) (23) (36) (0) (83) (6) (68) (261)

2 1 1 1 1 1 13 1 21その

他 
2 

(1) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (1)

393 388 406 371 392 388 5,097 351 7,786
計 419 

(10) (36) (23) (36) (0) (83) (6) (71) (265)

※参考品を含む。 



１０ 食中毒事件の概要と発生要因 

No. 
発生 

月日 

摂食 

者数 
患者数 死者数 

発生 

場所 
原因食品 摂食場所 病因物質 

平均潜伏 

時    間 

１ 2.22 24 15 0 浜松市 提供料理 食堂 
ノ ロウイル

スＧⅡ 
33時間18分 

２ 2.22 82 24 0 袋井市他 仕出し弁当 事業所 
サ ポウイル

ス 
49時間18分 

３ 3.1 51 47 0 静岡市他 もち菓子 
法要会場

他 

ノ ロウイル

スＧⅡ 
27時間45分 

４ 3.24 35 5 0 御殿場市 提供料理 食堂 

カ ンピロバ

クター・ジェ

ジュニ 

76時間00分 

５ 8.1 37 10 0 静岡市 宴会料理 酒場 

カ ンピロバ

クター・ジェ

ジュニ 

63時間09分 

６ 8.4 13 8 0 静岡市 提供料理 酒場 

カ ンピロバ

クター・ジェ

ジュニ/コリ 

76時間26分 

７ 8.16 20 6 0 富士市 提供料理 食堂 

カ ンピロバ

クター・ジェ

ジュニ 

77時間35分 

８ 9.8 369 95 0 島田市他 仕出し弁当 幼稚園等 

耐熱性Ａ型

ウエルシュ

菌（Ｈ obbs 

17 型） 

14時間48分 

９ 9.8 234 7 0 東京都他 提供料理 食堂 

サ ルモネラ

属 菌 （ Ｏ 4

群:i:-) 

21時間02分 



 

原因施設 
同所 

在地 

調理 

場所 
事件の概要 発生要因 行政処分 

食堂 浜松市 食堂 

２月 21日及び 23日に当該施

設で提供された食事を喫食

した 24 名中 15 名が下痢、嘔

吐等を発症。 

調理従事者からの二次汚

染 

禁止 

５日間 

仕出し屋 掛川市 仕出し屋 

２月 21 日の昼食に仕出し弁

当を食べた 82人中 24人が下

痢、倦怠感等を発症 

調理従事者からの二次汚

染 

禁止 

８日間 

菓子 

製造業 
富士市 

菓子 

製造業 

2 月 29 日に当該施設が製造

したもち菓子を喫食した 51

日中 47 人が嘔吐、下痢等を

発症。 

調理従事者からの二次汚

染 

禁止 

４日間 

食堂 
御 殿 場

市 
食堂 

３月 21日及び 24日に当該施

設で提供された料理を喫食

した 35 人中５人が下痢、発

熱等を発症 

加熱不十分な鶏肉料理の

提供もしくは原材料から

の二次汚染 

禁止 

４日間 

酒場 静岡市 酒場 

7 月 31 日に当該施設で提供

された宴会料理を喫食した

37 人中 10 人が下痢、発熱等

を発症 

加熱不十分な鶏肉料理の

提供もしくは原材料から

の二次汚染 

禁止 

３日間 

酒場 静岡市 酒場 

８月１日及び８月５日に当

該施設で提供された料理を

喫食した 13 人中８人が下

痢、発熱等を発症 

加熱不十分な鶏肉料理の

提供もしくは原材料から

の二次汚染 

禁止 

３日間 

食堂 富士市 食堂 

８月 13 日に当該施設で提供

された料理を喫食した 20 人

中６人が下痢、腹痛、発熱等

を発症 

加熱不十分な鶏肉料理の

提供もしくは原材料から

の二次汚染 

禁止 

２日間 

仕出し屋 島田市 仕出し屋 

９月８日に当該施設で提供

された料理を喫食した 369

人中 95 人が下痢等を発症 

加熱調理後の冷却不良及

び保管温度管理の不備 

禁止 

３日間 

食堂 熱海市 食堂 

９月７日に当該施設で提供

された料理を喫食した 234

人中７人が下痢、発熱等を発

症 

原材料の汚染もしくは調

理従事者からの二次汚染 

禁止 

２日間 



 

No. 
発生 

月日 

摂食 

者数 
患者数 死者数 発生場所 原因食品 摂食場所 病因物質 

平均潜伏 

時    間 

10 10.8 17 9 0 富士市他 

調 理 実 習

で 調 理 し

た料理 

学校 

カ ン ピロ バ

クター・ジェ

ジュニ 

95時間 30分 

11 10.27 388 21 0 掛川市他 提供料理 食堂 
サ ル モネ ラ

属 菌 （ Ｏ 4

群:i:-) 

19時間 42分 

12 12.26 167 37 0 
伊豆の国

市他 
仕出し料理 

学校、自宅

等 

ノ ロ ウイ ル

スＧⅡ 
４１時間 18分 



 

原因施設 
同所 

在地 

調理 

場所 
事件の概要 発生要因 行政処分 

学校 富士市 学校 

10 月５日に学校の調理実習

で調理した料理を喫食した

17 人中９人が下痢、腹痛、

発熱等を発症 

加熱不十分な鶏肉料理の

提供もしくは原材料から

の二次汚染 

― 

食堂 掛川市 食堂 

10 月 26 日から 28 日までに

当該施設で提供された料理

を喫食した 388 人中 21 人が

発熱、下痢、腹痛等を発症 

加熱不十分な焼豚の提供

もしくは原材料及び調理

従事者からの二次汚染 

禁止 

８日間 

旅館 
伊 豆 の

国市 
旅館 

12 月 25 日に当該施設で調製

された仕出し料理を喫食し

た 167 人中 37 人が下痢、腹

痛、発熱、嘔吐等を発症 

調理従事者からの二次汚

染 

禁止 

３日間 

 



Ⅱ 令和２年の主要な食中毒防止対策 
静岡県では、「静岡県の新ビジョン（総合計画）」及び「しずおか食の安全推進の

ためのアクションプラン」の管理指標として、「人口10万人当たりの食品を原因とす

る健康被害の発生者数10人以下」を設定している。県内の過去５年間の食中毒の発生

状況をみると、ノロウイルス食中毒の発生件数及び患者数が多数を占めることからノ

ロウイルス食中毒の防止対策の強化が必要不可欠である。 

例年同様、ノロウイルスが流行する11月から１月の３か月間をノロウイルス食中毒

予防対策重点期間とし、手洗いの洗い残しを確認する手洗い検査器を利用した手洗い

指導を中心とした監視指導や、「正しい手洗い」や「適切な吐物処理の実演」や動画

の活用を中心とした講習会を実施した。さらに、一般社団法人静岡県食品衛生協会が養成し

た「手洗いマイスター」と保健所が連携し、効率的に「正しい手洗い」を普及・啓発し

た。 

 

１ 食中毒防止月間の実施 

   夏期に多発する細菌による食中毒の発生を防止するため、８月を食中毒防止月

間と定め、スローガン「めざせ 食中毒ゼロ ふじのくに」、キャッチフレーズ

「手を洗い 防ごうコロナ！ 食中毒！」を掲げて、全県的に啓発運動を展開し

た。 

(1) 広報普及活動 

   県下全域において新聞・テレビ・ラジオ等を活用した広報を行った。また、各

保健所において、市町広報紙等を活用した広報のほか、横断幕の設置、ポスター

の掲示、リーフレットの配布、食中毒防止パレード、消費者懇談会及び電光掲示

板によるＰＲ等の行事を行い、広く県民に食中毒防止に対する注意を呼びかけた。 

   また、営業者や消費者のための衛生講習会を積極的に開催した。（衛生講習会

開催延べ回数 25回 延べ受講者数 2,647人） 

(2) 食品衛生推進員及び食品衛生指導員による巡回指導の強化 

   静岡県食品衛生推進員や指導員による巡回指導が積極的に行われた。（巡回指

導延べ人員 2,428人 指導件数 10,168件） 

 

 

２ 学校給食施設、社会福祉施設及び大量調理施設等の一斉点検 

ノロウイルス等による大規模食中毒の発生を防止するため、学校給食施設、社

会福祉施設、病院、事業所、仕出し屋等の大量調理施設を対象として、食品衛生

監視専門班を中心に一斉点検を実施した。（学校給食施設及び病院、事業所、仕

出し屋等の大量調理施設は年３回、社会福祉施設は年２回） 

 

 



３ サルモネラ食中毒防止対策 

卵に由来するサルモネラによる食中毒の発生を防止するため６月から８月に、

ＧＰセンター等の鶏卵取扱い施設の一斉監視指導を行った。 

鶏卵取扱い施設等の一斉監視指導結果（静岡市、浜松市を含む） 

対 象 施 設             監視指導・調査件数 

Ｇ Ｐ セ ン タ ー                  32 

鶏 卵 卸 売 販 売 業                  14 

未 殺 菌 液 卵 製 造 施 設      12 

殺 菌 液 卵 製 造 施 設 3 

 

４  ノロウイルス食中毒防止対策 

冬期にかけて多発するノロウイルスによる食中毒の発生を防止するため、衛生

管理の徹底及び啓発活動を実施した。 

(1) 関係機関等への通知の発出 

発出日 題名 備考 

02.12.15 
ノロウイルスの感染症・食中毒予防対策に

ついて 

疾病対策課と連名で

発出 

(2) 報道提供（食中毒警報以外） 

提供日 題名 備考 

02.10.30 
ノロウイルス食中毒防止対策重点期間が始ま

ります 

県民向けに予防のポ

イントを啓発 

(3) ラジオ、広報誌、ホームページ、電光掲示板等において、広く県民に対する注

意喚起を行った。 

(4) ノロウイルスが流行する11月から１月をノロウイルス食中毒防止対策重点期間

とし、手洗い検査器等による手洗い指導を中心とした監視指導や手洗いや吐物処

理の実演を中心とした講習会を行った。 

(5) 監視指導における衛生管理や衛生知識の普及啓発を徹底し、さらに、食中毒等

の集団発生時における関係部署との連携を強化した。 

(6) 「大量調理施設衛生管理マニュアル」（最終改正平成29年６月16日）に基づき

指導を行った。 

 

 

 

 

 

 

 



ノロウイルス食中毒防止重点期間(令和２年11月から令和３年１月)の監視指導実施状況 

（静岡市、浜松市を含む） 

ノロウイルス食中毒防止対策重点期間 

(11月から１月) 

業種 

対象 

施設数 
監視実施 

延施設数 

手洗い 

検査器実施 

延施設数 

ATP(※) 

実施 

延施設数 

宿泊施設 2,465 404 6 21 

仕出し屋 3,223 567 1 5 

宴会場を有する飲食店 236 79 16 28 

飲
食
店
営
業 小計 5,924 1,050 23 54 

学校 530 213 0 1 

病院・診療所 151 2 0 0 

事業所 304 64 0 16 

その他 1,648 474 0 3 

集
団
給
食
施
設 

小計 2,633 753 0 20 

パン加工委託工場 22 9 0 0 

炊飯委託工場 22 9 0 0 

めん加工委託工場 15 2 0 0 

その他 27 9 0 0 

食
品
製
造
施
設 

学
校
給
食
用 

小計 86 29 0 0 

合計 8,643 1,832 23 74 

※ATP（アデノシン三リン酸）測定用試薬を用いて汚染度を測定する。 

 

ノロウイルス食中毒防止対策重点期間(令和２年11月から令和３年１月)の講習会実施状況 

（静岡市、浜松市を含む）    

対象者 回数 参加人数 

社会福祉施設関係者 2 57 

学校・保育・給食関係者 3 83 

営業者（一般食品取扱者） 46 2,506 

一般（消費者等） 1 25 

合計 52 2,671 

 



５ ふぐ食中毒防止対策 

11月から12月の期間に、ふぐ取扱い施設の一斉監視指導及びふぐの取扱いに関

する知識の普及啓発を行った。 

  ふぐ取扱い施設の一斉監視指導結果 

                      （静岡市、浜松市を含む） 

ふぐ取扱い施設 業  種 監視施設数 

飲 食 店 営 業 106 
ふぐ営業所登録施設 

魚 介 類 販 売 業 5 

魚 介 類 販 売 業 31 

飲 食 店 営 業 26 ふぐ営業所以外の施設＊ 

冷 凍 冷 蔵 業 1 

   ＊ふぐ営業所以外の飲食店営業は、みがきふぐのみの取扱い施設になります。 

 

６ 浅漬けによる食中毒防止対策 

平成24年８月に北海道等で発生した腸管出血性大腸菌Ｏ１５７による食中毒事

例を受け、「漬物の衛生規範」（最終改正：平成28年10月６日）が改正された。 

６月から８月の期間に、浅漬けを製造する８施設を立ち入りした結果、「漬物

の衛生規範」が遵守されていなかった施設は５施設であったことから、「漬物の

衛生規範」を遵守するよう指導を行った。 

 

７ 食中毒警報 

食中毒発生が予想される時期、食中毒が多発している場合などを捉えて、食中

毒警報を発表し、広く県民に注意を呼びかけた。 

食中毒警報発表状況 

発表方法 発表日時 発表基準 

細菌性食中毒 

 第１号 

令和２年８月７日 

10:00 

ア 気温30℃以上が10時間以上継続す

る場合、又は予測される場合 

細菌性食中毒 

 第２号 

令和２年８月13日 

10:00 

ア 気温30℃以上が10時間以上継続す

る場合、又は予測される場合 

細菌性食中毒 

 第３号 

令和２年８月19日 

10:00 

ア 気温30℃以上が10時間以上継続す

る場合、又は予測される場合 

 



Ⅲ 食中毒防止対策専門委員会のまとめ 
 

令和３年２月 15 日から 19 日にかけて食中毒防止対策専門委員会を書面開催し、県で実施する食

中毒防止対策事業等について助言を受けた。 

 

令和２年度食中毒防止対策専門委員会（令和３年２月 15日～19 日） 

 

１ 令和２年次食中毒発生状況について 

・ 令和２年次の発生件数は 12 件、患者数は 284 人であり、前年次の発生件数 14 件、患者数 785

人に比べ、発生件数は２件減少し、患者数は 501 人減少した。 

・ 病因物質別では、カンピロバクターが５件（41.7％）・38人（13.4％）、ノロウイルスが３件

（25.0％）・99人（34.9％）、サルモネラ属菌が２件（16.7％）・28 人（9.9％）、ウエルシュ

菌が１件（8.3％）・95 人（33.5％）、サポウイルスが 1件（8.3％）・24人(8.5％)であった。 

・ 原因施設別では、食堂等が７件、仕出し屋が２件、旅館、菓子製造業、その他がそれぞれ１

件だった。 

＜議事要旨＞ 

・ 2020 年の全国の発生件数は前年に比べ 84％に下がっているが、静岡県は前年 14件に対し 12

件と、減少したとは言えない。 

・ ウエルシュ菌による食中毒が毎年発生しており、注意喚起が必要。 

・ 新型コロナウイルス感染症対策が食中毒の予防（特にノロウイルス食中毒）にもなったと思

われる。手洗い等の良い習慣が根付けば良い。 

   

２ カンピロバクター食中毒について  

・ 令和２年次には５件のカンピロバクター食中毒が発生している。全ての事例で加熱不十分な

鶏肉が原因となった可能性が考えられた。 

・ また、多くの場合、調理従事者は、鶏肉がカンピロバクター食中毒の原因となり得ることを

知っていた。しかしながら、これまで大丈夫だったから、新鮮だから大丈夫等の誤った知識

で加熱不十分な鶏肉を提供していた。 

＜議事要旨＞ 

・ 調理従事者の誤った認識を変える衛生教育が必要である。 

・ 県民にしっかり加熱して喫食することを徹底してほしい。 

・ カンピロバクターの年間平均感染回数は鶏肉を生食する人では 3.42 回/年・人、生食をしな

い人では 0.364 回/年・人とされている。静岡県内でも加熱不足の鶏肉が原因となっており、

カンピロバクター食中毒の予防には、鶏肉の正しい取扱い等の対策が有効と考えられる。 

・ 鶏の生食が文化として定着している九州地方とは、鶏肉の衛生管理が違うことを周知する必

要がある。 

・ Campylobacter 属菌と鑑別困難な Arcabacter butzleri による食中毒が海外で報告されてお

り、食中毒発生時にその関与を調査することが必要。 

 

 

 



３ 菓子製造業におけるノロウイルス食中毒事例について 

・ 令和２年２月 29 日に菓子製造業者が製造したもち菓子を喫食した３グループ 51 人中 47 人

が発症。 

・ 検便を実施した患者 34 人中 33 人、製造従事者２人中１人からノロウイルスが検出された。 

・ 製造所のトイレドアノブ、便器からノロウイルスが検出された。 

・ 製造従事者２人中１人が製造前日の 28日から体調不良であった。 

・ 製造所トイレの手洗いに消毒装置がなかった。 

・ 製造従事者がノロウイルスの防止対策として健康管理が必要なことは認識していたが、自覚

症状がありながら、十分な対策を講じず作業をおこなったため、食中毒が発生してしまった。 

＜議事要旨＞ 

・ 製造業でのノロウイルス食中毒は珍しいので、再発防止を十分に図るべき。 

・ 一般消費者にも周知が必要。 

・ 発生要因が典型的な事例のため、衛生講習会等で事例として紹介すべき。 

・ 従事者の健康管理と手洗いの励行を徹底すべき。 

 

４ 飲食店に対する新型コロナウイルス感染拡大予防ガイドラインの啓発について 

・ 県内の接待及びカラオケを伴う飲食店における感染拡大リスクを減らすために、新型コロナ

ウイルス感染拡大予防ガイドラインの啓発を実施している。 

・ 食品の一斉監視指導にあわせた啓発や店舗の営業時刻にあわせた夜間の啓発等を実施した。 

＜議事要旨＞ 

・ 業態別の新型コロナウイルス感染症の啓発資料が出されているが、周知されているか疑問で

ある。自治体が啓発資料を配付するのは効果がある。 

・ 立ち入りした施設ではほとんどの施設が予防対策を実施していた。発生状況を見ると飲食店

におけるクラスターの発生割合は高いと思われる。発生要因を各店舗にフィードバックする

ことが必要。 

・ 感染症対策職員と一緒に啓発すれば効果が倍増するのではないか。 

・ 事業者への指導・啓発は今後も継続して実施していく必要がある。 

・ 対策で重要なこととして①他テーブル席との距離２ｍ、②アルコール消毒液をテーブル毎に

設置③定期換気④店員のマスク＋フェースシールド着用⑤来客名簿記入⑥大声の客への店

側からの注意があげられる。 

 

５ 食中毒防止対策専門委員会設置要領の改正について 

・ 本委員会は、食中毒事件の発生原因・汚染源等を分析するとともに、発生動向を予知・検討

し、適切な方策を講ずるため、設置している。 

・ 委員が継続的な議論を実施するために、任期を１年から２年に改めることについて検討した。 

＜議事要旨＞ 

・ 委員全員から賛同を得た。 

 

 

 

 

 

 



令和２年度  食中毒防止対策専門委員会委員 

氏名 所属名 職名 

岩間真人 県保健所長会 中部保健所長 

後藤幹生 疾病対策課 課長 

齋藤昌一 一般社団法人静岡県医師会 理事 

鈴木眞二 東部保健所 衛生部長兼衛生薬務課長 

永井幹美 静岡市保健所 食品衛生課長 

長岡宏美 環境衛生科学研究所 微生物部長 

永田隆光 浜松市保健所 食品衛生担当課長 

三輪憲永 東海大学短期大学部食物栄養学科 教授 

森田幸雄 麻布大学獣医学部獣医学科 教授 

                                （50 音順、敬称略） 



  

Ⅳ 最近５年間の食中毒発生状況（平成28年～令和２年） 
 

１ 発生件数及び患者数 

 

年次別食中毒発生状況（平成28年～令和２年） 

 項目              
年
 H28 H29 H30 R元 R２ 平 均 

発 生 件 数        （件） 30 19 25 14 12 20.0 

県所管 20 10 10 3 9 10.4 

静岡市 8 5 7 5 2 5.4 

内 

訳 

浜松市 2 4 8 6 1 4.2 

患 者 数        （人） 1,252 500 706 785 284 705.4 

県所管 1,142 280 351 480 251 500.8 

静岡市 77 95 105 59 18 70.8 

内 

訳 

浜松市 33 125 250 246 15 133.8 

死 者 数        （人） 0 0 0 0 0 0 

１件あたり患者数（人） 41.7 26.3 28.2 56.1 23.7 35.3 
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自治体別発生件数の年次推移
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自治体別患者数の年次推移
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２ 病因物質別の発生状況 

 

病因物質別発生件数の年次推移（平成28年～令和２年） 

 病因物質     
年 H28 H29 H30 R元 R２ 平 均 発生率(%) 

総            数  (件) 30 19 25 14 12 20.0  

病 因 物 質 判 明 件 数 28 18 25 14 12 19.4 100.0 

判 明 率   (％) 93.3 94.7 100.0 100.0 100.0 97.6  

サ ル モ ネ ラ 属 菌 1 1   2 0.8 4.1 

腸 炎 ビ ブ リ オ 1     0.2 1.0 

ウ エ ル シ ュ 菌 2 1 3 1 1 1.6 8.2 

セ レ ウ ス 菌    1  0.2 1.0 

病 原 大 腸 菌 1 1 1   0.6 3.1 

腸 管 出 血 性 大 腸 菌 1  1 2  0.8 4.1 

エシェリキア・アルバーティー 1     0.2 1.0 

カ ン ピ ロ バ ク タ ー            7 3 7 2 5 4.8 24.7 

ノ ロ ウ イ ル ス            12 10 10 7 3 8.4 43.3 

サ ポ ウ イ ル ス     1 0.2 1.0 

化学物質（アレルギー様）  1 1   0.4 2.1 

動 物 性 自 然 毒    1  0.2 1.0 

植 物 性 自 然 毒 1  2   0.6 3.1 

ア ニ サ キ ス  1    0.2 1.0 

クドア・セプテンプンクタータ 1     0.2 1.0 

 

病因物質別患者数の年次推移（平成28年～令和２年） 

 項目      
年 H28 H29 H30 R元 R２ 平 均 発生率(%) 

総            数  (人) 1,252 500 706 785 284 705.4  

病 因 物 質 判 明 患 者 数 1,230 478 706 785 284 696.6 100.0 

判 明 率   (％) 98.2 95.6 100.0 100.0 100.0 98.7  

サ ル モ ネ ラ 属 菌 12 13   28 10.6 1.5 

腸 炎 ビ ブ リ オ 21     4.2 0.6 

ウ エ ル シ ュ 菌 25 28 138 437 95 144.6 20.8 

セ レ ウ ス 菌    10  2.0 0.3 

病 原 大 腸 菌 94 44 12   30.0 4.3 

腸 管 出 血 性 大 腸 菌 67  60 41  33.6 4.8 

エシェリキア・アルバーティー 154     30.8 4.4 

カ ン ピ ロ バ ク タ ー            61 22 53 12 38 37.2 5.3 

ノ ロ ウ イ ル ス            757 365 437 284 99 388.4 55.8 

サ ポ ウ イ ル ス     24 4.8 0.7 

化学物質（アレルギー様）  5 3   1.6 0.2 

動 物 性 自 然 毒    1  0.2 0.0 

植 物 性 自 然 毒 25  3   5.6 0.8 

ア ニ サ キ ス  1    0.2 0.0 

クドア・セプテンプンクタータ 14     2.8 0.4 
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